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研究成果の概要（和文）：近年、グローバル化のもとでローカル・フードムーブメント（地産地

消や CSA：地域が支える農業、AMAP：農民農業を支える会、短い流通など）が、内外で広が

りをみせている。また、欧米諸国では、ローカル・フードシステムの再評価がすすんでいる。 

 本研究では、欧米におけるローカル・フードムーブメントの動向および日本各地の事例調査

にもとづき、「安全・安心」「安全保障」「環境」以外の社会的な視点・論点（たとえば、食をめ

ぐる社会関係や食と農のシステムを支える労働の社会的公正など）を導入し、日本におけるロ

ーカル・フードシステムの意義について実証的検証を行った。 

 

研究成果の概要（英文）：In recent years, as a result of globalization , local food movements 

such as “Local  Production for Local Consumption”, CSA (Community Supported 

Agriculture), AMAP(Association pour le maintien d’une Agriculture Paysanne), and 

“Circuit Court”（shorter distribution networks), have spread both at home and abroad. In 

the Western countries, too, a revaluation of local food systems has also been progressing. 

 In this study, based on a survey on the trends of local food movements in Europe and the 

U.S.A. and case studies from around Japan, issues other than safety and peace of mind, 

security and the environment were addressed. In particular, issues of social relationships 

concerning food, and social justice relating to labor which supports food and agricultural 

systems were examined and we verified the significance of the local food system in Japan.  
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１．研究開始当初の背景 

(1) 欧米諸国では、「オーガニック（有機）」
は食の問題に関する批判的対抗運動が掲げ
た主題であった。ところが、そのオーガニッ
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クさえもが巨大企業に取り込まれグローバ
ルなフードシステムに組み込まれるように
なった。こうした近年の状況のなかで、健康
で持続的な環境や社会のために、オーガニッ
クに加えて、ローカルなフードシステムを再
評価しその再構築を目指す動きが欧米諸国
で同時に広まりつつある。その評価には、経
済面・環境面・栄養面だけでなく、環境倫理
や社会的公正などの社会的意義も重要な要
素として取り入れられている。 

 

(2) 食料の生産から加工、流通、そして小売
まで、食と農のシステムを支える労働につい
て、グローバルな貿易における原料生産国の
みならず、欧米諸国の内部において増加して
いる移民労働が社会問題化したことによっ
て、特に社会的公正（social justice）の観点
から問い直されはじめている。例えば、米国
で議論になっている、不法移民の低賃金労働
によって成り立つオーガニック食品（有機食
品）の存在は、個人の健康や自然環境にとっ
てそれが良いかどうかという評価基準だけ
では不十分だという問題を提起した。そして、
食を支える労働について社会的公正の観点
が必要であるという論点が広く共有される
ようになった。 

 

２．研究の目的 

(1) ローカルなフードシステムの再評価がす
すむ欧米の議論を踏まえて、日本の具体的な
地域の事例調査に基づき、日本におけるロー
カル・フードシステムの社会的意義を検証す
ることにある。社会的意義とは、例えば食を
めぐる社会関係や食を支える労働の社会的
公正などの視点・論点のことであり、欧米の
議論を整理・分析した上で、日本の事例研究
に基づいて、それらの視点・論点の有効性を
明らかにすることを目指す。 

 

(2) 欧米諸国での食と農とその労働をめぐる
社会的公正の議論の過程を把握し、その内容
を整理する。特に、欧米でのオーガニック・
ムーブメントでの社会的公正の争点化の過
程を追うことに焦点を絞り、民間の活動家や
研究者などへのインタビューを実施し、文献
資料等も含めてこれまでの議論を整理・分析
する。 

 

(3) 欧米諸国のローカル・フードムーブメン
ト（CSA：地域が支える農業、AMAP：農民
農業を支える会、ファーマーズ・マーケット
など）の現状を把握し、その社会的意義につ
いての評価内容や項目を明らかにする。 

 

(4) 日本国内では、埼玉県小川町や愛媛県今
治市などの地域を対象に、ローカル・フード
システムの現状把握を行うとともに、社会面

を中心に分析することによって、社会的公正
や社会関係資本などの視点・論点の有効性に
ついて検証する。 

 

(5) 欧米や日本において、とくに 21 世紀に入
ってから、グローバル化のもとで、厳格な有
機認証や食べ物の安全性へのこだわりだけ
でなく、地域の経済や文化、社会的公正（社
会的正義）、環境・エコロジーなどを射程に
入れた「ローカルな食と農」を指向する運動
（ローカル・フードムーブメント）が同期

シンクロ

し
ているかのように、世界各地で広がりをみせ
ている。こうした動きの同時代的展開（動向） 

をまとめる視点とキィーとなる概念を検討
し、今後の課題を導き出す。 

 

３．研究の方法 

(1) 研究会を年間６回程度開催し、欧米のフ
ードシステムを対象とした研究の動向につ
いて文献資料等で確認し、社会面の論点につ
いて検討した。また、山形県庄内地方および
愛媛県松山市（愛媛大学）における研究会は、
国内の調査地での現地合同調査も兼ねて実
施した。 

 

(2) 調査地での具体的な調査手法は、食の生
産から流通、消費までの関係者へのインタビ
ューを中心とした質的データ収集のほか、総
合的なローカル・フードシステムの評価を行
ったサンフランシスコ市の事例などについ
て検討した。併せて、国内外のフードシステ
ムおよびローカル・フードムーブメント関連
の文献資料等の収集・分析を行った。 

 
４．研究成果 
(1) ローカル・フードシステムの概念整理と
日米の理解の違いを検討した。日本では、比
較的安定していたナショナル・フードシステ
ムが、1990 年代以降のグローバル化によっ
て浸食され、いま歴史的な転換点にある。 

 また、グローバル・フードシステムの問題
（飢餓や肥満の健康問題、地域農業への影響、
環境への負荷等）が明らかになるのと並行し
て、地域コミュニティ再生のためにローカ
ル・フードシステムを再評価し再構築しよう
とする取組が世界的に広がった。米国では、
ファーマーズ・マーケットや CSAが急増し、
フランスでは、AMAP と呼ばれる生産者と消
費者のコミュニィ形成や、政府が「経費のか
からない持続的発展」として重視し始めた
Circuit Court（短い流通）が広がっている。
日本でも、農産物直売所が急増し、地産地消
や「市」を核としたまちづくりの取組が各地
に広まっている。 

 このように、グローバル/ナショナル/ロー
カルの各層のフードシステムが、世界的にダ
イナミックに変容しつつあり、日本もその力



学のなかにあること、各層のフードシステム
が相互に複雑に入り組み、社会と相互作用し
ていることが明らかになった。 

 

(2) 米国では、アグリビジネスや工場的農業、
工業的有機農業の出現による家族農場や地
域社会の衰微など、危機がはっきりと目にみ
えるかたちであらわれた。グローバリズムと
アメリカ型資本主義は、オルターナティブな
農業を指向する有機農業までも産業社会の
システムのなかに取り込んで、短時間で「（産
業化した）底の浅い有機農業」に変質し、有
機農業がもつ社会運動としての影響力・変革
力を低下させてしまった。 

  危機の構図があまりにも露わになったた
め、対抗策がわかりやすく行動をおこしやす
いという状況にあったことは否定できない。
しかし、大地と人とのつながりを確かめつつ
生きていく場としての「ローカル」や「コミ
ュニティ」への再評価は、CSA をはじめとす
るローカル・フードムーブメントの大きなう
ねりとなりつつある。 

 「コミュニティ」は、一定の範囲の地域社
会を指す場合もあるし、共同体（バーチャル
な共同体を含む）を表している場合もあるが、
いずれにしても大地（環境）や人とのつなが
り・分かち合う関係、「分かち合いの社会」
を意味している。 

 

(3)日本の食と農をめぐる状況は、見方にもよ
るが、米国と同様の構図のなかに組み込まれ、
危機がいっそう深まっている。グローバル化
した経済のもとでさらなる自由化を迫られ、
食品企業や流通は大規模化し、「食の寡占化」
が進行し、ファーストフードやジャンクフー
ドが溢れ、コンビニへの依存度が高まるなど、
食べ物の質は目に見えて低下している。農山
村や地方都市が衰退し、東京を中心とする首
都圏のシステムやスケールは世界的にみて
も異常に大きい。個人的な健康やグルメへの
関心・指向から食べ物の安全や品質に対する
関心は高まっているが、農業や地域社会との
関係は切断されている。また、大地から切り
離され、人とのつながりが希薄化し、生きる
場としての地域社会（「ローカル」や「コミ
ュニティ」）の解体が進んでいる。 

 日本では、生産者と消費者が直結する〈提
携/Teikei〉関係のもとで「安心・安全な食べ
物」を手に入れてきた。日本の有機農業運動
においては、当初から地産地消は理念として
組み込まれていたが、意識的な実践は一部に
とどまっていた。たとえば、山形県の高畠町
有機農業研究会は「地域に根をはる有機農業
運動」を目標として近くの消費者（福島市や
米沢市）に働きかけたが、その当時は地方都
市で食や農に高い関心をもつ多くの消費者
を組織することが難しく、結局、首都圏の消

費者グループとの提携を軸に運動を展開せ
ざるをえなかった。 

 1990 年代に入ってから、日本でも各地に
地産地消の取り組みが広がり直売所は活況
を呈しているが、政府や農協の主産地形成計
画に対応して専作的拡大を図ってきた産地
では直売所への出荷や地産地消への対応に
戸惑っている。それは、「地産地消において
意味をもつ地域農業のあり方」がその取り組
みにおいて明確になっていないからである。
多くは「生産者の顔がみえる」ということで、
「安心と新鮮」を求める消費者に受け入れら
れて活況を呈しているが、「安全」や「持続
性」には充分対応できていない。これに対し
て、米国の CSA をはじめとするほとんどの
ローカル・フードムーブメントでは、「大地
に根ざした本来の地域農業」が追求されてお
り、有機農業もしくは持続性のあるエコロジ
カルな農法で農地管理を行っている。さらに
いえば、ローカル・フードムーブメントは地
域の自然や環境保全に大いに貢献している。 

 日本では「アメリカ版地産地消」として
CSA が紹介されることが多いが、北海道の
「メノビレッジ長沼」は、1995 年から「離
れてしまった食卓と田畑のつながりを取り
戻そう」と、「地域に根ざした農の営み」に
よって地域を変えようとしている。 

 

(4) 愛媛県今治市は、20 年以上前から学校給
食に有機農産物を導入し、地産地消・食育・
有機農業の推進を３本柱に、まちづくりをす
すめている。今治は「これといった特産物が
ない」ことが逆に幸いして地産地消への取り
組みが促進され、今治市の地域自給率は３割
をこえ、有機農業も徐々に浸透しつつある。
今治市の農業政策・まちづくり政策における
「お金のモノサシから脱却」した施策形成の
始まりは、40 年ほど前に起きた大型給食セン
ターの建設反対運動が発端となった自校式
学校給食と地元産有機農産物の導入であっ
た。 

 

(5) また、近年、有機農業生産者やグループ
のなかには、提携のほかに、直売あるいはフ
ァーマーズマーケットで、直接、消費者に対
面販売を行ったり、地域の飲食店に販売する
ケースが目立つようになった。なかでも提携
先がない新規参入者や自然農実践者によく
みられる消費者とのつながり方である（たと
えば、埼玉県小川町に新規参入した有機農業
生産者や豊橋有機農業研究会、名古屋のファ
ーマーズマーケット・オアシス 21 への出店
生産者など）。福島県会津・飯豊山麓の山村・
山都町の浅見彰宏さん（ひぐらし農園）の場
合は、福島原発事故後、堰と里山を守りなが
らの営農と暮らしぶりを見にきてもらいた
いと直売を始めた。思いのほか、たくさんの



人が立ち寄ってくれ、「本木上堰」の保全活
動を軸にした地域づくりとローカルなフー
ドシェド（食べ物の流れ・foodshed）が交錯
し始めた。 

 これまでの日本の有機農業運動（なかでも
消費者）は、個人の「健康・安全」を求める
ことにあまりにも偏重しすぎていたのでは
ないか。大地や環境、地域、そして人とのつ
ながりが健全（コンヴィヴィアル：イリイチ）
でなければ、「ホンモノの食べ物」は産みだ
せない。このことがはっきりしたいま、ロー
カル・フードムーブメントは、そのための〈仕
組み〉の再構築に向けて動きだしている。 
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